
平成３０年度事業計画について 

 

◎方針 

 明日をも予測し得ない世界の政治、経済状況の激動に加え、わが国では憲法改正

論議、原発問題など国論を２分する難題に政治・行政不信が重なり議論の方向性さ

え見えない状況が続いている。しかしこんな時代であるからこそ、われわれはプロ

フェッショナルとしての自らの『立ち位置』を確認する必要がある。公益社団法人

岐阜県獣医師会を構成する全ての獣医師が今一度、組織のあり方を問い直し、又

個々独立した人格の獣医師として自らの基本的立脚点、責務を再確認しなくてはな

らない。我々は政治的立場、宗教、心情の違いを超えて広く県民の普遍的利益に奉

仕すべき宿命を背負っている。世界が如何に変わろうとも、どんな時代が来ようと

も決して譲れない、妥協を許さない信念を持ち続ける必要がある。我々の２本の足

は県民の安心と安全を支える為にあるもので、決して自らの保身と利益の為にある

ものではない。変えてはいけない事、変えて行かなくてはならない事を間違わない

ため、広い視野、豊かな発想力、柔軟かつ機敏な行動力を養うために、日々弛まな

い自己研鑽を忘れてはならない。 

本会の事業の執行に関しては、理事会、各委員会での議論が年々活発となってき

たが、本年度にも更なる『衆知を結集した会の運営』を目指していく事が肝要であ

る。 

小動物臨床関係ではここ１０年犬の飼育頭数の減少が続いており、日本で飼育さ

れている犬は９００万頭を割り込んだと推計されている。これにより小動物臨床分

野での深刻な経営危機の到来が心配されているが、我々は先ず犬の飼育を希望しつ

つも飼えない高齢者家庭、子育て世代が安心して犬の飼育ができる社会を模索して

いく事が重要である。 

また、狂犬病予防事業に関しては全県下もれのないワクチン接種と、市町村担当

職員のスキルアップ、県民の啓発に努める。 

産業動物関係では担い手不足、子牛生産の頭打ち等獣医師の活動基盤が弱体化し

つつあるなか、昨年中央家畜保健衛生所の稼動により、岐阜大学との連携による病

性鑑定機能の充実・強化と不足している産業動物獣医師の卒後教育、人材育成等が

大いに期待されているが、本会からも県、大学への更なる働きかけを行っていく。

又耐性菌の脅威が高まる中、家畜の衛生管理の向上が不可欠である。防疫の徹底を

図るためには、教育・研究機関とフィールドとの連携を強固にする必要がある。県

並びに岐阜大学の指導、協力の下に効果的な運用等について引き続き協議を進める。 

公衆衛生関係では SFTS をはじめ動物を介した感染症の危険が高まっている。昨

年飼い犬から飼い主への SFTS 感染や野良猫に咬まれた女性の死亡例が報告された。

岐阜県が実施している【動物由来感染症動向調査】【動物由来感染症サーベイラン

ス調査】に開業部会と共に全面協力するとともに、野生獣衛生地域対策推進モデル

事業で検体の提供を行っていく。 

 本年度事業では組織課題として①公務員・産業動物獣医師の確保育成②各種事業

における行政、関連団体との協働、また、学術課題として①耐性菌問題②感染症対

策③野生生物を中心とした生物多様性保全に重点を置いて事業を推進していく。 



  県動物愛護センタ－も開設から５年目となり、犬猫の譲渡、ボランティアリ－ダ

－の養成、しつけ方教室の開催等事業内容も充実し、さらには介護犬の育成等大き

な成果をあげている。引き続き、技術指導、研修の受け入れ等について開業部会を

中心に支援するとともに、動物介在活動犬等の育成及び活用方策等についても助言

を行っていく。 

  動物愛護週間行事については、県の委託事業となって４０年目を経ており、県民

への獣医師の仕事や役割等を広く啓発できる行事として、支部活動の強化策として

定着してきたが少子高齢化社会の新しいニーズを踏まえ、引き続き内容の充実に努

めていきたい。 

 児童･生徒を対象とした「いのちの授業」については、次世代を担う子供達の情

操教育を養う観点から極めて重要な事業であるが、申込みの増加と申込み講義の偏

り等により、開業部会を中心に会員講師の負担が多くなっている。担当地域の細分

化による顔の見える地元講師の派遣、講義メニュー見直しが必要であり、動物飼育

件数の減少が著しい学校飼育動物支援事業とともに引き続き検討・改善を図ってい

く。 

 又、環境保全事業の一環として、釣り糸回収を行ってきたが多くの支部より見直

しの要望がある。本年は各支部の自主性を尊重し、支部独自の環境保全事業を企画

することとする。各地域性に根ざしたユニークな企画を期待したい。            

 平成２９年度から３カ年計画で新たに第２期目の野生獣衛生地域対策推進モデ

ル事業（ＪＲＡ助成委託事業）を取り込み、県内関係各機関の連携と協力によりシ

カ・イノシシなど野生獣に係る衛生実態の調査を進め、様々な知見を得ることがで

きた。この事業で得られた材料を使⽤して⽣活衛⽣課で進められている SFTS検査

は事業主体が獣医師会であることの⼤きな意義といえる。 

 被災動物救護対策として、過去３年間県や市等と協力し、被災動物救護所訓練等

を実施して来たが、本年度は全県下を対象とした机上訓練を行い万一の災害に備え

ていく。また、県内・外の災害に対応できるＶＭＡＴ（Veterinarian Medical 

Assistance Team）の設置についても検討する。また近隣４県１市との間で災害時

相互援助協定を結ぶため協議を重ねる。 

これら事業計画の具体化及び執行に当たっては、日獣、中獣連をはじめ本会各支

部･部会との緊密な連携の下、着実な事業の実施に努めていく。 

 

Ⅰ 人と動物との共生・食の安全確保対策事業（公 1事業） 

１ 人と動物の共生対策 
（１）動物愛護活動  

動物愛護週間行事の一環として県・市町村・獣医師会が開催する動物愛

護フェステバルに共催、健康相談等を通じて動物の正しい飼い方、保護管

理等について啓発すると共に、全県下の小中学生を対象に動物に関する絵

画・作文コンクールを実施する。 
（２）学校飼育動物サポート事業 



   小学校における動物飼育に対し、正しい動物の飼い方等を指導すること  
により、児童生徒の安全、動物の健康、命の大切さ・動物愛護の観点から

サポートし、科学、情操教育の一助として実施する。 
市町村教育委員会との委託契約により獣医師会会員が学校飼育動物マニュ

アルに沿って県下一円を同一レベルで対応する。 
（３）いのちの授業の実施 

  各職域に働く会員がいかに命と向き合っているか、社会生活が命の支え  
合いの上に成り立っているか、獣医師から見た動物の命を通して小中学生

に「命の大切さ」を考える授業を実施する 
（４）被災動物・危機管理対策 

       本会と岐阜県知事で締結した「災害時における動物の救援活動に関する    
協定」に基づいて「災害時における被災動物救援マニュアル」により被災

動物の救援に備える。 
（５）動物介在活動の啓発 
     アニマルセラピーの必要性や身体障害者補助犬を通じた福祉分野との      

重要性などを本会の行う各種イベントにおいて普及啓発を図る。 
（６）自然環境保全活動 

      １） 県民が保護した傷病野生鳥獣を治療し快復するまでの一定期間保護

することにより、広く県民に鳥獣保護思想の普及啓発を図る。自然災

害によって負傷した野生動物を治療保護し、社会福祉及び動物福祉の

向上に寄与する。野生鳥獣保護・環境美化を目指し釣り糸回収活動を

市民に呼びかけ実施する。 
２） 野生獣の衛生実態調査として、鳥獣害対策で捕獲した野生動物の衛

生調査を実施し、野生動物の感染症等への感染や流行等を把握すること

で、野生獣の保護や保全活動に資する。 
（７）地域獣医療体制の強化 
      家庭飼育動物が増加する中、人と家庭動物の共生をより強固にする     

ため、適正な獣医療提供体制を構築する。 
      １） 家庭飼育動物の健康保持のためリーフレット等を作成し県民への啓

発を図る。 
２） 県民への高度獣医療を提供するため岐阜大学動物病院との診療提携

を図る。 
      ３）  緊急な診療体制を確保するため夜間・休日診療施設との連携を図る。 
     （８）狂犬病予防対策 
        市町村と獣医師会が狂犬病の発生を予防するため、事務委託により効 

率的な畜犬登録と集合予防接種が実施できる体制を確立し、一般県民へ

周知する。 
（９）食の安全性確保対策 

        安全で安心できる畜産物を県民に提供するため、次の一連の活動等を 
行う。 
１） 畜産物への薬物の残留を防止するため動物用医薬品の適性流通・適



正使用の周知を図る。 
       ２） あらゆる危害物質の混入を防止するためポジティブリスト制度の適

切な運用を周知する。 
       ３） ＢＳＥに係る死亡牛検査の徹底を図る。 
       ４） 家畜伝染病、災害発生時の風評被害対策を実施する。 

  ５） 一般県民への食の安全性を啓発するためと「食と動物の感謝祭」を

開催する。 
       ６） 食品の安全性を確保するため食肉・食鳥検査・食品衛生対策の徹底

を図る。 
       ７） 産業動物獣医師を目指す獣医学生に修学資金を給付し、不足してい

る産業動物獣医師の確保を図る。 
       ８） 不足している獣医師の確保を推進するため、広報活動や求人、求職

者への情報の発信等を行う。 
Ⅱ 獣医学術普及事業（公 2事業） 
（１）人獣共通感染症普及啓発 

   狂犬病をはじめとする人と動物の共通感染症については、獣医師会のＨＰに

公開し、また公開講座等により予防について普及・啓発を行う。 

（２）獣医技術開発事業の実施 

   産学官連携や畜産農家・獣医師連携による家畜自衛防疫体制の維持・強化の

ため産業動物獣医師研修会や畜産農家への研修会等を行い、獣医師や畜産技

術者の衛生技術の習得に寄与する。 

（３）日本獣医師会獣医学術学会・中部地区獣医学術３学会への参加支援 

 他の団体等が主催する学会（日本獣医師会、日本小動物獣医師会、中部地区

連合獣医師会など）にも積極的に参加し、技術の習得に努め動物への適切な

獣医療技術を提供し、動物の愛護、福祉の向上に寄与する。 

（４）岐阜大学の獣医学教育の充実に対する連携支援 

   中部地方で唯一の獣医学系大学の岐阜大学の学生に対し講義などを実施し、

社会における獣医師の役割などこれからの獣医学教育の充実を図る。 

（５）広報活動の強化 

   小動物・産業動物・公衆衛生の各分野で働く獣医師が、日頃の業務を通じて

研究・調査した事例等を学会の場に報告し、意見交換を行い技術の伝達・普

及を図るため会報を発行する。 
 

Ⅲ 会員互助慶弔事業（その他事業）       

（１）会員及びご家族への弔慰給付の実施 

（２）本会への功労及び優秀発表の会員への表彰（県知事賞・中獣連会長賞・本

会会長賞など）の実施 

 

Ⅳ 組織運営事業（法人会計） 

（１）組織体制の整備 

・公益社団法人としての諸規程・財務体制等の整備 



（２）支部・部会活動の強化 

（３）各種会議の開催 

・総会、理事会、監事会、支部長･部会長会議、各種委員会等の開催 

（４）関係機関との連携 

・日本獣医師会、中部獣医師会連合会への建議と、その活動への参加 

・県関係部局(農林水産、健康、環境、教育等の各分野)との連携強化 

・畜産･公衆衛生･動物愛護・環境保全、その他関係諸機関との連携強化 

・人獣共通感染症対策のため岐阜県医師会との学術的連携の強化 

（５）獣医事特別対策事業 

・獣医師の社会的、経済的基盤の確立への取組み 

    ・勤務獣医師の待遇改善と雇用対策支援 

・関連法令の熟知と獣医師倫理の向上対策   

（６）その他本会の目的達成に必要な事項への取組み 


